





















































































員らが、津波が到来したことにより死亡した事案である 3。遺族である X らは、本件
自動車学校において、概ね ₆ メートルの大津波警報（第 ₁ 報）と、₁₀メートルを超
える大津波警報（第 ₂ 報）とを把握していた以上、本件津波の到来を予測すること
は可能であり、また、町の広報車等により避難指示が行われていたと主張して、本








　裁判所は、次のとおり判示し、Y に対して被害者 ₁ 人当たり約₇₀₀₀万円の損害賠


































　また、同年 ₇ 月₁₂日、従業員遺族らと Y との間でも、下記の内容の和解が成立
した（事件番号は上記と同一）。
　①　上記①と同旨。































































　裁判所は、次のとおり判示して、Y に対して約 ₁ 億₇₆₀₀万円の損害賠償の支払を
命じた。













　②　Y は X らに対し賠償金₆₀₀₀万円（₇₅₀万円×原告 ₈ 名）を支払う。
　③ 　Y は同一敷地内で幼稚園・保育園等を運営しない。但し、別法人が経営を譲
























































































































　「気象庁が午後 ₂ 時₅₀分、宮城県沿岸部への津波到達予想時刻は午後 ₃ 時、予想される津
波の高さは₆m と発表していたから、午後 ₂ 時₅₅分頃に Y 銀行支店に戻った支店長として
は、津波到達予想時刻である午後 ₃ 時までの間に₆m 以上の高さのある場所に緊急に避難す
る必要があったといえる。」「他方、気象庁が予想される津波の高さを₆m から₁₀m 以上へと






















































































判平成₃₀年 ₄ 月₂₆日平成₂₈年（ネ）₃₈₁号は、次のように判示し、第 ₁ 審判決より
もやや多い約₁₄億₃₀₀₀万円の損害賠償の支払を県と市とに命じた 9。
　「本件津波ハザードマップは、平成₁₆年報告に基づいて作成されたものであるが、平成₁₆
年報告において、地震被害想定調査結果の利用上の留意点として、同調査は主に宮城県が
地震防災対策に活用する目的で行ったものであるため、市町村や防災関係機関が活用する
場合には、この調査の性格を理解した上で活用していく必要があり、特に、対象が個別構
造物になる場合には、同調査結果を概略の想定結果と捉え、より詳細な検討が必要である
と指摘されていたにもかかわらず、本件津波ハザードマップの作成に当たり、上記留意点
が考慮された形跡は窺われない。」「平成₁₆年報告による地震被害想定調査結果は、あくま
でも概略の想定結果に過ぎず、本件時点において、本件想定地震の地震動により本件堤防
が天端沈下を起こし、そこから堤内地に北上川の河川水が流入して本件小学校を浸水させ
る危険があることを示唆する知見、谷地中付近よりも下流の北上川の右岸堤防が、堤防の
両側から襲う津波の破壊力に堪えられずに破堤し、その場所から遡上した津波が堤内地に
流入して本件小学校が浸水する危険があることを示唆する知見があったにもかかわらず、
それらの重要な知見を捨象してなされた想定に過ぎないものであったといえる。勿論、地
震や津波が発生した場合に起こり得るあらゆる自然現象を全て条件として設定した上で被
害想定を行うことは不可能である。しかし、条件として設定されなかった（捨象した）自
然現象は、想定を行う際の条件から外されただけであり、自然現象として生起しないこと
9 　本件控訴審に対する現段階での評釈として、朝田とも子・法学セミナー₇₆₃号₁₂₁頁
（₂₀₁₈年）、鈴木秀洋・自治研究₉₄巻 ₇ 号₁₀₈頁（₂₀₁₈年）がある。
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が科学的に確認されたわけではない。」「平成₁₆年報告による地震被害想定調査結果に上記
の各知見を総合すれば、本件小学校が本件津波浸水域予測による津波浸水域に含まれてい
なかったとしても、本件小学校が本件想定地震により発生する津波の被害を受ける危険性
はあったといえる。」
　「そうすると、本件小学校が本件想定地震により津波が発生した場合の避難場所として指
定されていたことは誤りであったと評価されるべきである。」「市が、本件小学校を本件想
定地震により津波が発生した場合の避難場所として指定するかどうか（本件小学校が本件
想定地震により発生する津波によって被災する可能性があるかどうか）を検討するに当
たっては、本件津波浸水域予測を概略の想定結果と捉えた上で、本件小学校の実際の立地
条件に照らしたより詳細な検討が必要であったにもかかわらず、これをしなかった結果、
本件想定地震により発生する津波による被災の危険性のある本件小学校が避難場所として
記載される結果となったものである。」「しかも、本件小学校の立地条件、特に、本件小学
校が、広大な水域面積を有する北上川の感潮区域と約₂₀₀m の距離を隔てて隣り合ってお
り、北上川の感潮区域と本件小学校の敷地とを隔てるものは、北上川の右岸堤防の存在の
みであったことに照らせば、本件ハザードマップ中の洪水・土砂災害ハザードマップには、
想定される浸水があった場合、本件小学校は避難場所として使用不可能であることが記さ
れていたのに、本件津波ハザードマップ中には避難場所として使用可能と記載されていた
ことは、矛盾するものといえる。」
　「市の公務員である校長等の過失の前提として津波被災の予見可能性が問われている本件
において、上記のような市自身の過誤による避難場所指定の事実を、上記予見可能性を否
定する事情として考慮することは相当ではない。けだし、災害発生時における避難誘導に
おいては、児童生徒は教師の指示に従わなければならず、その意味で児童生徒の行動を拘
束するものである以上、教師は、児童生徒の安全を確保するために、当該学校の設置者か
ら提供される情報等についても、独自の立場からこれを批判的に検討することが要請され
る場合もあるのであって、本件ハザードマップについては、これが児童生徒の安全に直接
かかわるものであるから、独自の立場からその信頼性等について検討することが要請され
ていたというべきである。」
　この控訴審判決に対しては、市と県のみが上告及び上告受理申立をしており、平
成₃₀年 ₉ 月現在、本件は最高裁に係属中である（平成₃₀年（オ）₉₅₈号、平成₃₀年
（受）₁₁₇₅号）。
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　本件については、第 ₁ 審では防災マニュアルについては実質的な争点となってお
らず、現場における教員らの情報収集に係る具体的な判断のみから法的責任が肯定
されたのに対し、控訴審では、専ら事前の防災マニュアルの合理性のみが争点とさ
れ、控訴審判決では、市が作成した防災マップにおける合理性には問題があり、か
かる防災マニュアルを信用した校長らの判断には過失があったとの理由で、市と県
の法的責任が肯定されている。
　この控訴審判決は、要するに、防災マニュアルが整備されていたとしても、その
合理性に問題がある場合には、現場における関係者は防災マニュアルを遵守したこ
とによって法的責任を肯定される、というものであり、防災マニュアルと法的責任
との関係としては、最も複雑な問題を扱ったものと言うことができる。かつ、本件
における防災マニュアルについては、震災前から種々不備が指摘されていたとか、
当該マニュアルを遵守した結果として死者等の被害が生じたことがあったというわ
けではなく、理論上の可能性を組み合わせた結果として、本件小学校の立地には安
全上の問題があり得、かかる場所を避難場所として指定したこと自体に誤りがあっ
たと判示しているわけであるから、理論上の可能性を以て防災マニュアルの合理性
を判断し、かつ、かかる合理性の判断については、学校管理者である校長らが行う
べきとしているものと考えられる。
　しかしながら、この控訴審判決の判断は、従来の裁判例との整合が理論的に図れ
なくなる可能性があるばかりでなく、実務上の妥当性に関しても、種々問題を含む
ものであると言わざるを得ない。
　第 ₁ に、通学区域内に津波浸水予測地域があった場合、学校管理者が防災マニュ
アルを遵守した判断として合理的であるのは、児童を当該津波浸水予測地域に近づ
けないことであり、津波浸水予測地域から外れた場所に学校が位置しているのであ
れば、学校内に児童を留め、保護者に引き渡した後に保護者の判断に従って各家庭
での行動をさせるべきである。しかしながら、同判決は、通学区域内に津波浸水予
測地域がある以上、そこから連動して本件小学校も浸水のおそれがあるとの理論上
の可能性を組み合わせることによって、その地域全体が津波により浸水するおそれ
があることを学校管理者が予測すべきであったと判示するものであり、実務上の妥
当性が強く疑われる判断であると言わざるを得ない。
　第 ₂ に、本件小学校の立地からすれば、堤防が決壊した場合に学校が危険に晒さ
れることは当然であり、従って問題となるのは、堤防が決壊する危険性の有無と程
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度に係る予測可能性であるところ、長期間にわたる降雨や台風の接近と異なり、突
発的な地震により発生する津波に関してどの程度の予測を行うべきかは、やはり防
災マップによる津波浸水区域の範囲を基に予測することが合理的であると考えられ
る。しかしながら同判決は、堤防が決壊した場合に学校が危険に晒される立地で
あったことからして、学校に留まっていたことの危険性を学校管理者が予見すべき
であったと判示するものであり、堤防決壊後における学校の危険性に関する議論
と、堤防を越える津波が到来することの予測可能性の議論とを混同していると言わ
ざるを得ない。
　第 ₃ に、防災マップに記載された津波浸水予測地域の範囲に問題がある場合、法
的責任を専ら追及されるべき者は、当該マップの作成者であって、かかる予測の合
理性と妥当性とが、当該マップの作成時点における情報と経験、知見を総合して行
われる必要がある。また、学校管理者である教員は、基本的に学校教育の専門家で
あるに過ぎず、災害発生時における被害の範囲及び程度に予測については、一般的
な知見を若干広範囲に有する「一般人」に外ならないことは、過去の最高裁判例に
おける教員の責任の前提となる知見に関する判示からして明らかである（落雷の危
険性に関する知見について、最判平成₁₈年 ₃ 月₁₃日平成₁₇年（受）₇₆号参照）。従っ
て、仮に防災マップに震災の範囲に係る予測を外した部分があったとしても、かか
る防災マップに教員が依拠したことを以て合理的な判断を誤ったとする同判決の論
理は、災害に関する予測を専門としない一般人に対して、防災に関する専門家でも
困難であった極めて高度の予測をすることを事実上求めていると考えざるを得ず、
教員の法的責任に関する過去の最高裁判例に照らしても、理論的な整合性を見出す
ことは困難であると言わざるを得ない。
　以上のとおり、同判決は、災害発生時における各現場での行動に関する合理性の
判断基準と、防災マニュアルの策定及び遵守に依拠した合理性の判断基準との差異
を正確に認識することなく、結果として同校に待機していた多数の児童が死亡した
事実という結果のみから、現場にいた管理者としての教員の責任を肯定したに等し
いものであり、法的責任に関する判断としては、理論的な整合性から考えても実務
上の妥当性から考えても、支持し難いと言うべきである。
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3 　防災マニュアルの策定による法的責任の帰趨
　前項で見てきたとおり、大震災が発生した場合における組織の法的責任の判断に
際して、裁判所が防災マニュアルの策定とその実行状況とを極めて重視する傾向に
あることは、疑いのないところと思われる。すなわち、大震災発生直後に下された
判決の中には、震災発生時点において関係者がどのような行動をし、特にその後の
災害発生のおそれに関する情報収集を行ったか否かが重要な争点となったことと相
まち、防災マニュアルの策定及びその遵守については、付随的に検討されるに留
まっていたものもないわけではないが、現在では、震災からしばらく時間が経った
後に下された判決であることも与り、むしろ震災前にどのような防災マニュアルが
策定され、どのような対応を行うことが組織として予測されていたかが、主要な争
点とされる傾向にあると言うことができる。
　このような裁判例における主要な争点の変化は、理論的観点からすれば、必ずし
も不合理であるわけではない。すなわち、大震災時においては、震災それ自体に
よって被災地では広範囲かつ大規模の混乱が生じ、通常の場合以上に関係者の具体
的行動の適切性を、証拠を以て証明することが困難となる。そして、かかる状況に
おいてもなお、後に証明することが最も容易な事実は、当該震災によって死者を典
型とする被害が現実に発生し、かつ、同一の震災の中でかかる被害が生じた場合と
生じなかった場合とが双方あることに、実質的に限られることとなる。
　そうすると、同一の震災において、死者の発生を典型とする被害の結果があった
かなかったかが明確な事実として比較対象となる以上、被害の結果が生じたことそ
れ自体が、実質的に関係者の法的責任の存在を推測する理由となるという、いわば
「結果論」としての責任が認定されることとなりかねず、これは法的責任の理論構
造としては、明らかに問題があるものと言わなければならない。実際、震災時の具
体的な状況は、震災ごとに全体的な傾向ないし動向が異なるのみならず、同一の震
災の中でも、場所や時間、関係者の属性等に起因する諸事情により大きく異なる以
上、最適な判断も状況ごとに当然異なってくる筈であるから、関係者の法的責任の
判断を、生じた結果から推測していることに外ならず、当該時点において事実上選
択不可能であった行動を、関係者に対して後知恵で強いる結果となりかねない。
　これに対して、事前に策定された防災マニュアルの合理性の有無ないし程度と、
関係者が震災発生時に当該マニュアルを遵守して行動したか否かによって法的責任
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を判断しようとすることは、実質的に、震災の発生に際してどのような行動をとる
べきかが関係者の判断により事前に設定され、かかる設定された行動基準に従って
関係者が行動したか否かを検証するものとなる。そうすると、震災後において関係
者の法的責任の有無ないし程度を立証ないし判断するに際しても、当該時点におい
て関係者の取るべき行動基準をマニュアルに依拠して明確に立証することが可能と
なるのみならず、震災発生時における関係者の行動に対する評価に際しても、各震
災における具体的な状況に対する関係者の知不知にかかわらず、策定されたマニュ
アルを遵守したか否かについて判断すれば足りることとなる。このように、防災マ
ニュアル策定において将来の震災を予測したことの合理性の有無ないし程度、及
び、震災発生時において当該マニュアルを関係者が遵守したか否かにより法的責任
を判断するという理論構造は、法的責任に係る注意義務の履行の有無ないし程度の
判断基準と理論的に親和性があるのみならず、具体的な事案における当事者の立証
の負担を実質的に軽減するものであり、具体的な震災時における関係者の具体的な
行動を個々の震災の状況との関係で評価する方法と比べて、はるかに合理性が高い
ものと考えられる。
　以上のとおり、震災時における関係者の法的責任を判断するために、防災マニュ
アルの策定とその遵守とを基準とする考え方には、相当の合理性があると考えられ
る。但し、この考え方を貫徹しようとする場合、防災マニュアルを策定し、あるい
は災害時において指揮命令を行う者は、防災マニュアルの本来の機能である筈の、
災害時における関係者の生命等の安全の確保よりも、むしろ自己が追及されること
あるべき法的責任の有無ないし程度に相当の関心を持たざるを得ないこととなり、
その結果として、防災マニュアルの本来的な目的が事実上後退し、関係者が防災マ
ニュアルのみに依拠して行動した結果、事実上死者を典型とする被害が拡大する場
合すら生ずることとなりかねない。そして、前記の考え方の下では、合理性のある
防災マニュアルを遵守した行動については、原則として関係者の法的責任が追及さ
れない以上、結果として被害が拡大したにもかかわらず、関係者が全て法的責任を
免れるという状況が生ずるわけであり、この結果を社会的に容認すべきか否かが、
問題として残るであろう 10。
10　この問題に対する ₁ つの対応案としては、防災マニュアルの内容を相当程度概括化ない
し抽象化し、各震災時の各現場における関係者の具体的な情報収集と判断とを優先させる、
という考え方がありうる。しかしながら、この考え方は、大地震や津波を典型とする突発
的な災害に対して、現場の関係者に極めて高度かつ冷静な判断能力を瞬時に求めることに
20
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　本稿でこれまで検討してきたことから明らかなとおり、結局、今後における防災
マニュアルの策定においては、誰が誰に対してどのような法的責任を引き受け、ま
た、どの範囲から先については結果に対する責任を負わせないことを明確に意識し
ながら、防災マニュアルの本来の目的である災害時における関係者の安全確保を目
指すことが必要となるものと思われる。その中では、特に、現場での管理及び具体
的な指揮命令を行う者の具体的な行動に対する裁量の範囲と責任の範囲との均衡を
どのように図るべきかが、理論上も実務上も重要な検討課題となる筈である。例え
ば、各現場における関係者の具体的な局面における行動については、適切に策定さ
れた防災マニュアルに従ったものである限り、原則として災害による被害に係る責
任を免除すると共に、組織、地域ないし国家が、災害の結果に対する責任を法律上
ないし事実上引き受け、状況に応じた賠償又は補償等を組織等が全体として行うこ
とを制度として確立していくことが、法的責任の理論的な構造との整合性からも、
現実的な災害時政策の妥当性からも、必要かつ有益であると考えられる。
 （了）
 （人文社会系准教授）
外ならず、かつ、個々の震災の具体的な結果に係る法的責任を、各現場にあって具体的な
判断を下した個々の関係者に原則として全て帰すると同時に、かかる責任の所在の反射的
な効果として、当該関係者の所属する組織全体の法的責任を事実上免れさせる傾向を生じ
させることが否定できない。この傾向は要するに、通常の状況においては組織全体におけ
る指揮命令系統に従って行動すべきこととされている各現場の個々の関係者が、突発的な
大震災の発生時に限って自己に全責任が原則として帰せられる高度な判断を求められると
いう、各現場における関係者にとって、やや承服し難い内容の法的責任を負わせるもので
あって、支持することが難しいものと言わざるを得ない。
